
別　紙

(人)

総数 20,735,000 26,982,800

Ａ 専門的・技術的職業従事者 3,619,100 3,688,900

(1) 科学研究者 23,500 114,900

(2) 技術者 152,400 1,844,800

☆ (3) 保健医療従事者 1,800,300 439,800

☆ (4) 社会福祉専門職業従事者 585,600 98,500

(5) 法務従事者 5,500 18,800

(6) 経営専門職業従事者 8,700 40,500

☆ (7) 教員 675,800 710,200

(8) 宗教家 10,500 41,000

(9) 文芸家、記者、編集者 26,100 47,400

(10) 美術家、写真家、デザイナー 68,900 81,500

(11) 音楽家、舞台芸術家 44,400 32,700

(12) その他の専門的・技術的職業従事者 217,500 219,000

☆ 52 個人教師（学習指導） 50,700 72,300

53 個人教師（他に分類されないもの） 49,000 14,600

54 職業スポーツ従事者（個人に教授するものを除く） 300 3,600

55 職業スポーツ従事者（個人に教授するもの） 41,600 32,700

56 他に分類されない専門的・技術的職業従事者 75,900 95,800

Ｂ 管理的職業従事者 24,300 455,300

Ｃ 事務従事者 6,609,300 4,407,300

Ｄ 販売従事者 2,492,800 4,003,800

☆ (20) 商品販売従事者 2,013,900 2,805,400

71 小売店主 11,500 50,700

72 卸売店主 1,000 2,000

73 飲食店主 6,000 30,400

74 販売店員 1,844,600 1,050,200

75 商品訪問・移動販売従事者 7,500 13,100

76 再生資源卸売・回収従事者 1,600 16,700

77 商品販売外交員 141,700 1,638,300

78 商品仲立人 100 4,100

☆ (21) 販売類似職業従事者 478,900 1,198,400

Ｅ サービス職業従事者 3,273,400 1,456,300

☆ (22) 家庭生活支援サービス職業従事者 328,800 22,000

☆ (23) 生活衛生サービス職業従事者 295,000 110,800

(24) 飲食物調理従事者 833,500 526,300

☆ (25) 接客・給仕職業従事者 992,100 407,600

(26) 居住施設・ビル等管理人 41,400 143,200

☆ (27) その他のサービス職業従事者 782,600 246,500

Ｆ 保安職業従事者 54,600 980,500

Ｇ 農林漁業作業者 121,000 230,400

Ｈ 運輸・通信従事者 90,800 1,845,500

▽ (33) 自動車運転者 42,100 1,514,000

Ｉ 生産工程・労務作業者 4,102,300 9,388,900

Ｊ 分類不能の職業 347,300 526,000

医療，福祉 2,385,900 81.5% 538,300 18.4%

飲食店，宿泊業 998,100 69.5% 438,000 30.4%

教育・学習支援業 726,500 48.1% 782,500 51.8%

卸売・小売業 2,008,000 41.9% 2,775,100 58.0%
☆ 8,003,700 56.7% 6,111,500 43.2%

（上記雇用者数（☆）に（33）自動車運転者を加えた場合） 8,045,800 51.3% 7,625,500 48.6%

38.5% 22.6%

38.8% 28.2%

※平成１７年は，１％抽出速報結果であるため，各職業小分類の合計値は職業中分類以上の数値と必ずしも一致しない。

医療，福祉に含まれるもの（（３）保険医療従事者，（４）社会福祉専門職業従事者））

飲食業，宿泊業に含まれるもの（（20） 73 飲食店主，(25)接客・給仕職業従事者）

教育，学習支援業に含まれるもの（（７）教員，(12) 52 個人教師（学習指導））

卸売・小売業に含まれるもの((20)商品販売従事者のうち　73 飲食店主以外）

自動車運転者

(7) + (12) 52

接客等の応接を要すると考えられる職業小分類の雇用者数（☆）
が男女各総数に占める割合

（上記雇用者数（☆）に（33）自動車運転者を加えた場合の
男女各総数に占める割合）

(凡例)

職業分類別雇用者数（平成１７年）

職業 平成17年(女性) 平成17年(男性)

男女比の算出

男女各総数に占める割合の算出

(3) ＋ (4)

接客等の応接を要すると考えられる職業小分類の雇用者数

接客等の応接を要すると考えられる職業小分類☆

(20) 73+ (25)

(20) のうち 73以外

資料出所：総務省統計局「国勢調査」
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